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に
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、
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紙
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を
送
付
す
る
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衆
議
院
議
員
井
坂
信
彦
君
提
出
臨
時
財
政
対
策
債
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
臨
時
財
政
対
策
債
の
元
利
償
還
金
相
当
額
が
財
政
面
で
措
置
さ
れ
る
際
、
国
の
財
源
も
さ
ら
に
必
要
と
な

る
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
地
方
交
付
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法

律
第
二
百
十
一
号
）
第
六
条
の
三
第
二
項
に
規
定
す
る
「
地
方
財
政
若
し
く
は
地
方
行
政
に
係
る
制
度
の
改
正
」
と
し
て
、

地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
五
条
の
特
例
で
あ
る
同
法
第
三
十
三
条
の
五
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
発

行
さ
れ
て
い
る
、
臨
時
的
か
つ
例
外
的
な
地
方
債
で
あ
り
、
そ
の
解
消
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
は
必
要
で
あ
る
と

考
え
て
い
る
が
、
地
方
の
財
源
不
足
の
解
消
方
策
や
臨
時
財
政
対
策
債
の
具
体
的
な
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
地
方
財

政
対
策
の
中
で
検
討
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

な
お
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
元
利
償
還
金
に
つ
い
て
は
、
そ
の
全
額
を
地
方
財
政
計
画
に
計
上
す
る
と
と
も
に
、
各
地
方

公
共
団
体
に
対
す
る
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
こ
れ
ま
で
に
起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

さ
れ
た
臨
時
財
政
対
策
債
の
額
を
基
礎
と
し
て
、
標
準
的
な
償
還
条
件
に
基
づ
い
た
全
国
一
律
の
償
還
条
件
に
よ
り
各
年
度

の
元
利
償
還
金
を
理
論
的
に
算
出
し
、
そ
の
全
額
を
基
準
財
政
需
要
額
に
算
入
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。


